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平成 20年度大学図書館職員長期研修科目の概要
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大学大学経営の課題経営の課題

筑波大学筑波大学理事・副学長、大学院ビジネス科学研究科教授理事・副学長、大学院ビジネス科学研究科教授

吉武吉武 博通博通

1

講義のストーリー

国立大学法人化の意義の再確認と現状について

民間的発想は有用か ～ 大学と企業を考える

企業における経営・組織改革の経験から学んだもの

我が国の大学を取り巻く状況認識

大学改革をどのように進めるか

社会も大学も求める人材はプロフェッショナル

筑波大学の取り組み

講義のストーリー講義のストーリー

I-(2) 大学経営の課題

筑波大学理事・副学長
　　　　 　吉武　博通
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JISC IE: Andy Powell

http://www.ukoln.ac.uk/distributed-systems/jisc-ie/arch/jisc-ie-arch-big.gif 

Malcolm Brown. Learning Spaces. http://www.educause.edu/LearningSpaces/6072 
Saltire Centre (Glasgow Caledonian University) http://jp.youtube.com/watch?v=RkQ6M5UjuRY 
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大学評価と大学図書館大学評価と大学図書館

わが国の大学評価についてわが国の大学評価について

•• 認証評価（認証評価（ 「学校教育法」の規定による機関別認証評価「学校教育法」の規定による機関別認証評価
と専門分野別認証評価・・・評価機関：大学評価・学位授と専門分野別認証評価・・・評価機関：大学評価・学位授
与機構、大学基準協会、日本高等教育評価機構、７年与機構、大学基準協会、日本高等教育評価機構、７年
以内に１回以上、主として教育の評価）以内に１回以上、主として教育の評価）

•• 国立大学法人（および大学共同利用機関法人）評価国立大学法人（および大学共同利用機関法人）評価
（「国立大学法人法」の規定による中期計画６年間の業（「国立大学法人法」の規定による中期計画６年間の業
務等の評価・・・教育研究については国立大学法人評価務等の評価・・・教育研究については国立大学法人評価
委員会が大学評価・学位授与機構に評価を要請し、そ委員会が大学評価・学位授与機構に評価を要請し、そ
の結果を尊重）の結果を尊重）

I-(7) 大学評価と大学図書館
大学評価・学位授与機構評価研究部教授
　　　　　　　　　　　　　　　　　　山内　芳文
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ストレスマネジメント
―人間関係ストレスを中心に

筑波大学大学院教授 宗像恒次

講師略歴 宗像恒次（むなかたつねつぐ）

1948年生れ。 社会学修士・保健学博士〔東京大学〕。
厚生省・国立精神衛生研究所研究員、国立精神・神経センター研究室長
カリフォルニア大学神経精神医学研究所客員研究員、ハーバード大学医学部客員研究員、
世界保健機関〔WHO〕エイズ対策計画局及び薬物依存局顧問、International Sociological Association, Executive
を歴任する。 現在、筑波大学大学院人間総合科学研究科教授。 ヒューマン・ケア科学専攻長。

心身の問題を、自らの成長のエネルギーへ変えていくことができる「SAT療法」の開発技法による
イメージ療法を確立する。 それにもとづいて脳と心と免疫と遺伝子発現の関連を研究している。

著書には、『最新行動科学からみた健康と病気』（メヂカルフレンド社）、『精神医療の社会学』（弘文堂）、
『病と医療の社会学』（岩波書店）、『燃えつき症候群』（金剛出版）、『ストレス解消学』（小学館ライブラリー）、
『医療・健康心理学』（福村出版） 『SAT療法』・『SAT法を学ぶ』・『カウンセリング医療と健康』（それぞれ金子
書房）、『がん、うつ病から家族を救う愛の療法』（主婦と生活社）、『健康遺伝子が目覚めるがんのSAT療法』
（春秋社）、『幸せになるDNA結婚』（幻冬舎コミックス）、『５０歳からの夫婦心理学 運命愛はとりもどせる』
（講談社）、『自分のDNA気質を知れば、人生が科学的に変わる』（講談社＋α新書）、
『遺伝子を味方にする生き方』（きこ書房）、『感情と行動の大法則』（日総研）、他多数。

I-(8)　ストレスマネジメント

筑波大学大学院人間総合科学研究科教授
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  宗像　恒次
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１．図書館建築はそれぞれごとに正解がある
　　建物は「働きとしての図書館」の器　→　それぞれの役割、運営方針、利用者　→　役に立つ建物
　　建物はある固有の場所に建設される　→　特有の条件・制約（物理的・社会的環境、地盤、法律など）
　　　　　　　→　固有の条件に合わせ、もっと多様性と個性をもった建築が追求されるべき
　　活動は変化するが、建物は容易には追随できない。時として器が活動を制約することもある　
　　　　　　　→　将来の活動の変化の方向を予測し、それに対応できる建築を創造する

２．配置計画
　　利用しやすい位置、分かりやすい位置
　　・利用者の日常的な生活動線の上に　→　キャンパス入口、中央広場、食堂に接して、学部棟入口
　　・学部のグルーピングとの関係　　　→　利用者の全体としての移動距離が少ない
　　・図書館相互の位置関係　　　　　　→　キャンパスプランニング上の課題

３．規模計画（延床面積と各部の面積配分）
3-1  全体規模、分割方式
　　・基準、法規、予算、その他から延床面積の上限値が設定されることがある　→　部分に分割
　　　例：国立大学図書館協議会『図書館建築基準に関する報告』による
　　　　「基準面積算定式改訂試案」（1991年6月）
　　   S＝ 1.8U＋3.5G＋5.3（1.5R－0.21U－0.336G）＋80T＋500
　　　　　　R＝当該団地の全蔵書冊数（単位：千冊、未満切り捨て）
　　　　　　U＝当該団地の学部、一般教養、専攻科、別科、短大の学生定員
　　　　　　G＝当該団地の大学院完成定員
　　　　　　T＝受入雑誌タイトル数（単位：千タイトル、未満切り捨て）
　　　　　　　-1　（　）内が負数になる場合は0とする
　　　　　　　-2　図書館本館の面積については上記算式により算出した面積にさらに500㎡　を加算する。
　　　　　　　　　但し、加算は大学１カ所とする。
　　　　■現行（文部省編「国立学校建物必要面積基準書」1978年）
　　　S＝ 1U＋2G＋5.3（1.5R－0.1U－0.16G）＋300　（全学で１館に限りさらに300㎡　加算できる）　
　　改訂の必要性：現行算定式では考慮されていない点（同報告より）

　　1.インテリジェント化、ニューメディア関連スペースの増加（OPAC、CD-ROMなど）
　　2.大学の国際化と増加する留学生
　　3.定員以外の学生（研究生など）並びに教官の利用
　　4.「ゆとり」への対応
　　5.生涯学習への対応　←　大学図書館の一般開放

3-2　積み上げ方式
　本質的には図書館の面積は、計画図書館の果たすべき役割、活動内容、サービス方針から必要な室・ス
ペースなど（参考表）の構成要素を決定し、それぞれごとに収容する資料数（必要となる書架数に換算し
て）、座席数その他の設備の数と単位面積などから必要な床面積を算定して積み上げることで求めるべき
である。
　しかし、積み上げ式だけで決定できることはまれで、上記の全体面積との間でいくつもの各部面積の配
分試算を行うことで適正な全体規模とその配分を決定する。　

Ⅱ　学術情報流通等各論
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［参考ー1］
　表：構成要素別スペース
　目　的 　構成要素 　室・スペース 　主要内容

　利　用　 　入　　口 　入口ホール
　ロビー
　（軽読書スペース）
　貸出カウンター

　ブックポスト・傘立て・B.D.S.
　展示スペースなど
　一般雑誌・新聞など
　貸出・返却、総合案内、入退館管理

　目録・参考業務 　目録検索スペース   OPAC端末スペース

　参考図書閲覧室 　参考図書、二次資料
　参考業務デスク
　情報検索用端末コーナー
　複写設備

　閲　　覧 　開架資料室
　　・一般開架資料室
　　・雑誌閲覧室
　　・新聞閲覧室
　　・指定図書閲覧室
　　・特殊資料室
　　・貴重資料室
　　・視聴覚資料室

・主題部門別開架室制
・資料種別開架室制
　　OPAC端末スペース
　　資料配架スペース
　　資料展示スペース
　　閲覧座席スペース
　　相談業務スペース
　　ラウンジスペース

　そ　の　他 　グループ研究室
　グループ学習室
　演習室
　資料複写スペース
　喫煙室

　図書館資料を利用するグループ研究

　図書館資料を教材とする演習

　収　蔵 　書　　庫 　一般書庫
　保存書庫
　貴重書庫
　視聴覚資料庫

　安全開架式書庫
　閉架式書庫
　通常型書架、集密書架、積層書架
　自動書庫　

　業　務 　総　　務 　館長室兼応接室
　各役職員室
　一般事務室
　会議室

　庶務・会計

　整　　理 　整理事務室
　印刷・複写室
　視聴覚資料制作・編集室
　製本準備室
　荷解き室、消毒室
　倉庫

　情報管理 　情報管理室 　コンピュータ室など

　閲覧業務 　閲覧事務室

　その他 　休憩室・更衣室

　施設維持 　機械室・電気室・施設管理室（延床面積の10％程度）、廊下、階段、便所など
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 参考資料：国立大学図書館協議会『図書館建築基準に関する報告』平成3年
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［参考ー2］　大学図書館を取り巻く環境の変化

図書館は利用しない（利用する必要がない）

「インタ－ネット上の情報は信頼性に乏しい」
「目的とする情報がなかなか見つけられない」

非来館型利用来館利用

利用者（学生・院生・教職員

アクセス

図書館職員の専門的な知識と技術
による人的サ－ビスの充実

・信頼されるコレクションの構築
・資料と情報の迅速・的確な探索

図書館職員に時間とスペ－ス
　・単純反復的な労働の軽減
　・知的作業に専念できる環境

・インタ－ネットパソコンの設置
・情報コンセントの装備
・高性能パソコンの装備

・職員の効率的な配置
・迅速な出納提供
・保存スペ－スの拡充
・共同保存書庫機構の追及

･開架書架－公開書庫－閉架書庫の3段階構成
・セルフサ－ビス化   ／  ICタグシステムの開発
・搬送の機械化 
・  自動出納書庫

市民利用の増加への対応

コンピュ－タセンタ－機能との融合
組織・施設の融合：情報基盤センタ－

ネットワ－ク上への情報の発信
関連サイトとのリンク　

・新しいコンテンツの作成
・媒体変換
・大型デ－タベ－スの提供
・電子ジャ－ナルの提供
・アクセスサイトの選定

図書館職員による
情報活用技術教育
教育機能を担う図書館 

　マルチメディア教材作成
　センタ－機能化ヘの要求

来館
資料情報の利用
場の利用
機器の利用

・学際的・総合的な研究教育
・研究機能への重点の移行
　→　図書館への資料の集中配置　
・出版量の増加，購入資料数の増加
　←　資料購入費の削減

・インタ－ネットを介した遠隔教育の実施

快適な利用環境
メディアミックス型ゾ－ン構成

図書館

・一般市民への図書館の公開

増え続ける活字資料への対応

・法人化

経営という視点

利用者に転換
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3-3　書架スペースの面積算定
　　 ㎡蔵書収容力（冊／　）＝　　段数×一段に並べられる冊数×利用率×2　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書架間隔×0.9

　　表：書架間隔と書架間における行為
書架間隔 　適　用　箇　所 書架間における利用者・館員の行動など

 1.2 m
 1.35
 1.5
    
 1.65
 
 1.8
 
 2.1
 2.4

閉架実用最小
閉架常用
利用者の入る閉架
開架実用最小
開架実用

資料数の多い
開架常用
利用者の多い開架
利用者の多い開架

最下段の資料を取り出す際には膝をつく
最下段の資料を腰を曲げて取れる
接架している人の背後を自由に通行できる

声をかければ接架している人の背後をブッ
クトラックが通行できる
接架している人の背後をブックトラックが
通行できる
人と車椅子がすれ違うことができる
車椅子同士でもすれ違うことができる
下段が突き出している書架が使用できる

　この理由には用地難、建設費・維持費の効率化、利用の
便、利用のきっかけをつくりやすいなどが挙げられる。
　しかし、複合化に伴うデメリットは建築面だけでも,
1.図書館としての空間構成の自由度が制約される
　　分かりやすい入口、
　　天井の高いワンル－ムの空間、
　　各スペースの合理的な配置、
　　書架配列に都合のよい柱間隔　の確保が困難

2.建物内公害
　講義室からの騒音や食堂からの臭気の問題
など
3.将来の増・改築の可能性が制約されるなど
がある。
　複合化は、図書館サービスに支障のない施
設条件が確保されること（入口の独立、面積
の確保、柱間隔など）を条件とすべきである。

４．各部計画
4-1　資料情報を利用する
　・さまざまな目的をもった来館者＝利用目的、体調・気分、好みなどにより求める空間性状が異なる。
　　→さまざまなスペース、多様な閲覧机と座席（個室、個人席、大きな机（隔て板の有無）、グループ室）
　　→温湿度、照度、音環境に対する「快適さ」の個人差→セルフコントロール、細かなゾーンコントロール
　・資料・情報の取得や利用にパソコンを使うことが多くなった。
　　照明：垂直面照度と水平面照度の照度格差
　　　　グレア（＝強い輝度対比、映り込みなどによる見にくさ）の問題
　　　　TAL方式＝局部（タスク）照明＋全般（アンビエント）照明→省エネルギー、個人の好みへの対応
　　床配線：電源線、通信線が床をはわないように→フリーアクセスフロア or  情報コンセント
　　音環境：音の発生源を除く（床材の選択など）、音の拡散防止（吸音、ブースで囲う）、遮音（外部騒音）

　　　

実際の算定では、柱の存在による配置上のロスや主要な通路部分の
面積などを見込んで、30％程度の割り増しをしておくことが必要。
3-4　複合・併設の図書館建築
 大学図書館が研究棟など他の機能の施設と複合・併設して
「合築」で建設されることもしばしばである。

ギャラリー型　　　　　コーナー型　　　　　書架ブロック型　　　　コーナー形成型
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呼び名 高さ（mm） 幅（mm）

文庫判（A6判） 148 105

新書判  約170   約110

B6判 182 128

A5判 210 148

B5判 257 182

A4判 297 210

　・利用するために保存する→利用しやすい（探しやすい、取り出しやすい）
　　OPACの普及にともない閉架資料の請求が増えている。
　・長年月にわたって保存する→収蔵効率が高い、保存性が高い
　　安全開架式で学生などを入庫させる→積層書架の場合、消防法との関係
　　電動書架などの集密書架→探しにくい
　・書庫環境：できる限り温度・湿度の変化が少ない、紫外線など有害光線の侵入・発生が少ない
　　通常書庫は書庫内作業員に快適な環境を優先（暖冷房）、保存・貴重書庫では保存性能優先
　　地下書庫の方が外部からの影響が少なくコントロールしやすい（建築構造上も有利）
　　地上の場合には、窓の向きと大きさに注意：窓ガラスは熱伝導率が高く室内温度が変化しやすい
　　書庫の大規模化にともなう書庫内作業の労働量の増加（地下書庫では快適な作業ステーションが困難）
　　出納業務の効率化、省エネルギー、地震時の安全性、保存性の向上などから自動書庫に可能性
　　自動書庫＋搬送設備で自動出納システム（国際基督教大学図書館など）
　・消火方法（水かガスか：スプリンクラー、ガス消火設備のいずれにしても防災設備の日常点検は必須）

　　　 　　

4-3　資料・情報を作成する
　・資料の媒体変換（マイクロ化、電子資料化）　　→　機関リポジトリ
　・館独自の資料の作成（加工、編集、編纂）
　　アーキビスト的な職員の研究個室

５．事務作業室のインテリジェント化
　・事務作業でのパソコンの使用　→個別性の高い型家具（一人当たりの面積を大きく、照明、空調、配線処理）
　　個人作業化
　　　→セクショナリズムの発生、お互いの顔を見合うことが少なくなる、ＯＡ疲労の問題→職員談話室

　・返却の都度，任意のビンに収める
　　フリーロケーション方式で管理
　・出納時間は平均5分弱

　　　■公共図書館では「スタッフラウンジ」の設置は常識化してきた。

─ �� ─



６．強い地震に対する安全確保の対策

6-1　開架スペース：高書架はしょうぎ倒しになり、低書架は横に移動する。いずれからも本が転落する。
　（書架は本を振り落とすことで転倒・崩壊を免れる、人が書架間にいる場合には、本が降ってくる危険があるが、
　　そうでないと書架が倒壊する）
　・高書架は床固定（アンカーに固定）および頭つなぎ、低書架は床固定
　　連方向の揺れに対しては、いずれの場合も書架の中心部にブレース（筋交い）を入れる。
　・壁に沿って置いてある家具は、背面を壁に緊結する（壁には事前に受けを施しておく）
　・雑誌架なども上記と同様の措置
　・端末機などは家具に固定し、家具を床に固定
　・キャスターのついた移動家具は、使用時以外然るべき場所に収納する習慣を付ける。
6-2　事務・作業室：2段重ねのキャビネットが最も危険、ロッカーなども倒れたり動き回る。
　　　　　　　　　 机上に置いてあるパソコン類が落下する。
　・2段キャビネットは上下を緊結し、壁などに固定する。
　・移動する家具は、ロックをするなどを習慣化する。
6-3　書　庫：移動式書架が連方向、横方向に強く揺られ、脱線、転倒する。
　・耐震機構の充実を購入の判断基準とする。
　・連方向に、各書架中心にブレースを入れる。
　　→在館者がいる場合を想定しての避難・誘導訓練を定期的に実施する。　
　　→きちっとした施設管理（日常点検、防火シャッターの下に書架を移動してしまうなどがないように）

７．セルフサービス、省人化への装置

7-1　蔵書の不正持ち出しを防ぐ、入口でのBDS　（磁気式、ICタグシステム）
　　　フルサーキュレーション方式とバイパス方式　
7-2　蔵書検索のセルフサービス
　　利用者開放端末OPAC（館内のいろいろな場所に：情報コンセント、配線ルートだけは設置しておく）
7-3　貸出のセルフサービス
　　場合によっては、カウンターの人にもどんな本を借り出すかを知られたくない
7-4　返却のセルフサービス
　　さいたま市立中央図書館に設置
7-5　閉架書庫からの出納のための自動出納書庫

８．サイン計画

　基本：利用者の限定された大学図書館であっても、大規模化、複雑化などからサインの重要性は増して
　　　　いる。サインを付録的なものと考えず、設計段階から一貫したシステムとして計画することが大
　　　　切である。
8-1　サインの設置個数は少なく：誘導をサインだけと考えない。
　　　例えば、階ごとに基調色を決めていろいろな場所にそれを使えば、現在地の識別は容易になる。
　　　　　　　カウンターの近辺を明るくすれば人は寄ってくる。
8-2　サインの情報は少なく、平易な表現で：サインは見るもので読むものではないと考えるべき。
　　　専門用語は極力少なくする。
8-3　空間表示型のサインを充実する：利用者は迷った時点でサインを求める。
　　　したがって「方向指示型＝矢印方式」より、どこからでも進路選 択が検討できる「面的な表
          示＝地図方式」の方が適している。
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［付　録］
１．建築基準法の規定

1-1　延床面積など
　容積率、建蔽率の上限値が敷地ごとに定められている。
　・容積率＝延床面積／敷地面積
　・建蔽（ぺい）率＝建築面積／敷地面積
　　　　（建築面積＝およそ1階の床面積）
　■大学キャンパスの場合は、例外的な過密キャンパス
　　を除いて、ほとんど問題とならない。
1-2　防災上の規定
　・防災設備：火災報知設備、消火設備、非常照明設備、
　　非常放送設備、非常電源設備など
　・防火区画＝煙や高温ガスの拡散を防ぐことを目的と
　　し、耐火構造の壁・床で区画された空間単位をいう．
　　いわば、火災が消火困難となった場合に放棄してし
　　まう区画である。
　　図書館の場合は、1,500㎡　を超えない範囲で区画す
　　べきと定められている、図書館は広い一体の空間を
　　望むことが多いので、壁ではなく火災時に作動する
　　防火シャッター、防火扉を設置する方法で区画する
　　方法をとる例が多い．
　　また、スプリンクラーを設置すれば3,000㎡　を防火
　　区画単位とできる。
　　「壁・床で区画」から吹抜けをもつ図書館では上下
　　階合計で上記面積を超えないように区画する。

　・縦穴区画＝階段は火災時に煙突のような働きをして
　　しまうので、階数などにより入口に防火扉、防火シャッ
　　ターを設置することが必要になる場合がある。
　　なお、避難のために 2以上の階段を設けて、二方向
　　の避難経路を確保することや室内からその階段まで
　　の避難距離なども細かく規定されている。
　・排煙区画＝天井面に沿って煙が拡散することを防ぐ
　　ため防煙垂れ壁で区画し、区画された範囲内で排煙
　　を行う。
　・耐震壁＝ 地震時に横揺れに耐える目的で設置される
　　壁で、筋交い的な役割をもつ。間仕切り壁と区別さ
　　れる。簡単にいえば、増改築時に壊せない（取り払
　　うことができない）壁である。
　　性能上からは柱から柱まで一体であること、Ｘ方向、
　　Ｙ方向で均等に分散していることが望ましく、出入
　　口をもつ開口壁や偏った位置だけでは逆効果のこと
　　もある。従って、図書館建築では耐震壁をとりにく
　　い。設置しない場合は、柱や梁に強い強度が要求さ
　　れ、これらのサイズが大きくなることは避けられな
　　い。
1-3　構造強度
　・通常の建物の25％増の構造強度を有することが義務
　　づけられている。

２．障害者も支障なく利用できる建築のための法律：バリアフリー環境の実現

　心身に障害を有する利用者、職員が、施設や機器を支
障なく利用でき、働ける図書館でなければならない。
　つまりバリア・フリー環境である。国は図書館も含ま
れる特定建築物においてバリアフリー環境実現のために
法律（「高齢者、障害者が円滑に利用できる特定建築物
の建築の促進に関する法律：通称ハートビル法（1994
年）、2006年改正バリアフリー新法」を定め、出入口、

廊下、階段、昇降機、便所、駐車場、敷地内の通路の7
点について「基礎的基準」と「誘導的基準」を設けて配
慮を求めている。しかし、具体的な指針では「車椅子」
問題にばかり焦点が置かれている傾向がある。また、こ
れらは「図書館の使いやすさ・働きやすさ」を直接保証
するものではないことに注意を要する。

３．既存施設の図書館への改修

　大学では、研究室や事務室を図書室に転用する例が少
なくない。今後は、既存施設を図書館に転用することも
増えてこよう。
　既存施設の転用の際には、当該施設が 1981年の新耐
震設計法適用以前の建物（既存不適格建築物）か否かで、
とるべき方策が異なり、1981年以前の建物では耐震診
断と必要に応じ耐震補強工事を行う必要がある。
　また、図書室・館への転用には、大きな積載荷重（表）
に対する対策工事（床スラブ、大梁、小梁の補強）が必
要であることが多い。
　一般に基礎の補強を要する改修は施工と費用に制約が
あり困難な場合が多い。

　いずれにしても、専門家による耐震診断・劣化診断等
が必要である。
　
　　表：積載荷重

用　途 床用（kg ㎡／　）

事務所 300

開架書架スペース 500～800

集密書庫スペース 1200 

法的には、図書館の床の積載荷重規定はない。
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オープンアクセスと機関リポジトリオープンアクセスと機関リポジトリ

常磐大学人間科学部
栗山 正光

平成20年度大学図書館職員長期研修
2008年7月14日（月）

＠筑波大学春日地区情報メディアユニオン

オープン・アクセス
Open Access (OA)

• 学術論文にインターネット上で無料でアクセスでき
ることること

– 特に査読済みの雑誌掲載論文

– cf. Peter Suberによるオープン・アクセスの簡略紹介

• 発端（の一つ）：1994年、 Stevan Harnadが論文
原稿のインターネット上での無料公開を主張

P l Gi らと電子メ 議論– Paul Ginspargらと電子メールで議論
– cf. Scholarly Journals at the Crossroads: A Subversive 

Proposal for Electronic Publishing

• 三つの重要な会議を経て運動形成

– Budapest, Bethesda, Berlin

－９０－

－９０－



なぜOAか？

• Publish or perishub s o pe s
– 研究者は研究成果の公表が評価につながる

– 分野によっては論文の被引用数が評価の基準

• 学術論文は売って収入を得るものではない

– 文学作品、教科書、解説書などとは別

• 雑誌の価格高騰がアクセスを阻害

• インターネットにより誰でも簡単に情報を受
発信できる状況が現実のものに

OAへの二つの道

• セルフ・アーカイビング（グリーンの道）
– 著者が自分の論文を機関リポジトリ等に登録し、
無料公開すること

– 90%以上の学術雑誌がセルフ・アーカイビング
に青（グリーン）信号を出している

cf. http://romeo.eprints.org/stats.php

• オ プン・アクセス誌（ゴ ルドの道）• オープン・アクセス誌（ゴールドの道）
– 読者から購読料を取らず、著者または第三者
が費用を支払う

– Directory of Open Access Journals

－９１－



機関リポジトリ
Institutional Repository (IR)

• 大学など学術機関が、自機関の研究成果を収大学な 学術機関 、自機関の研究成果を収
集・保存し、無料公開するインターネット上のアー
カイブ

• 研究者のセルフ・アーカイビングの場

• 大学図書館が設置・運用

• 分野別リポジトリと相補(?)/対立(?)関係分野別リポジトリと相補(?)/対立(?)関係

• オープン・アクセス・リポジトリ登録簿Registry of 
Open Access Repositories (ROAR)によれば、
現在、1,000以上のリポジトリが存在

機関リポジトリを支える技術

• インターネット、WWW
• リポジトリ・ソフトウェア

– DSpace（MIT図書館とHP）、GNU Eprints（サウサン
プトン大）、 ETD-db（バージニア工科大）、FEDORA
（コーネル大、バージニア大）、HAL（仏CCSD）、
XooNIps（理研） など

CMS (Content Management System) でも可（？）– CMS (Content Management System) でも可（？）

• OAI-PMH
– メタデータ受け渡しの規約

– 時代遅れとの議論も（？）

－９２－



日本の機関リポジトリ

• 2007年7月現在、68
– cf. オープンアクセスジャパン:日本における機関
リポジトリ

• 2006年10月の時点では20足らず

• 国立情報学研究所のCSI事業による後押し

• DRF (Digital Repository Federation)DRF (Digital Repository Federation)
– http://drf.lib.hokudai.ac.jp/drf/index.php
– 機関リポジトリを構築している大学の連携組織

– 北大、千葉大、金沢大の３大学が中心

OAの利害関係者

• 研究者

• 出版者（学会を含む），仲介・流通業者

• 図書館員

• 研究費助成者

• 高等教育・研究機関の経営者

• 一般市民（納税者）

– 難病患者やその家族

＊OA自体には誰も表立って反対しない

－９３－



研究者へのOA浸透度（１）

• Hajjem C, Harnad S, Gingras Y (2005). Ten-Year 
Cross-Disciplinary Analysis of the Growth of Open 
Access and Its Effect on Research Citation 
Impact.
– SCI, SSCIのデータをもとに12年間 (1992-2003), 

10分野(生物、心理、社会、健康、政治、経済、教
育 法律 ビジネス 管理)の約130万論文を調査育、法律、ビジネス、管理)の約130万論文を調査

– OA率は5-16%（分野、年、国によって違う）

– OA論文は25-250%多く引用されている

研究者へのOA浸透度（２）

• Swan and Brown "Open access self-
hi i A th t d " T h i larchiving: An author study" Technical 

Report, JISC. 2005
– 世界中の研究者1,296人が回答

– 過去３年間のセルフ・アーカイブ経験者は49%
– オープン・アクセスが義務付けられた場合、オ ク 義務付け 場合、

81%：喜んで従う
13%：しぶしぶ従う
5%：従わない

－９４－



研究者へのOA浸透度（３）

• Australasian Digital Theses Program
Membership survey 2006
– オーストラリアとニュージーランドの47大学を調
査(46大学が回答)

– デジタル版論文提出を義務付けている大学は
95%がOA
義務付けていない大学は17%がOA– 義務付けていない大学は17%がOA

＊義務付け(mandate)が必要との声が高まる

研究費助成とOA義務化（１）

• NIHの助成研究に対するOAの義務付け
– 2004年7月、下院歳出委員会がNIHに、出版後
半年以内のOAを義務づける方針策定を勧告

– 2005年2月、最終方針：出版後1年以内のＯＡを
要請（義務ではない）

– 2005年11月、OA率が5%以下という状況から、
検討WGは義務化と猶予期間短縮を提言検討WGは義務化と猶予期間短縮を提言

– 2007年6月、上院歳出委員会は義務化で合意

– 米出版者協会(AAP)は義務化反対の書簡

– 2007年12月末、義務化の法律が成立

－９５－



研究費助成とOA義務化（２）

• FRPAA（連邦政府助成研究OA化法案）• FRPAA（連邦政府助成研究OA化法案）

– 2006年5月、共和党コーニン、民主党リーバー
マン両上院議員が提案

• リーバーマンは2005年12月にCURES Act（医学文
献のOA義務化）も提案

– 全米の多くの大学や図書館団体が支持を表明– 全米の多くの大学や図書館団体が支持を表明

– 2006年には成立せず、2007年も動きなし

cf. オープンアクセス・ジャパン「FRPAA法案に進展なし」

研究費助成とOA義務化（３）

• 2004年7月、イギリス下院科学技術特別委
員会がOA義務化の勧告を出すが、政府は
11月に拒否回答

• 英研究協議会(RCUK)の立場表明
– 2005年6月草案発表、2006年6月修正版発表

– 公的資金の助成を受けた研究はOAに公的資金 助成を受けた研究は
• 著者支払いでもセルフ･アーカイビングでもいい

– 2006年7月学協会出版者協会(ALPSP)が懸念
を表明

– 各分野のRCがそれぞれの方針

－９６－



研究費助成とOA義務化（４）

• ウェルカム財団 (Wellcome Trust)が助成研究のOA
義務化（2005年10月 ）義務化（2005年10月～）

– 出版後６ヶ月の猶予期間

– 商業誌のOAオプションの費用は財団が出す

– PMC, UKPMC（2007年1月設立）への納入

• 欧州委員会(EC)のOA義務化方針

科学出版に関する研究の最終報告書”St d th– 科学出版に関する研究の最終報告書”Study on the 
Economic and Technical Evolution of the Scientific 
Publication Markets of Europe” （2006.1) の中で勧告

– この勧告を支持する署名運動

大学によるOA義務化

• サウサンプトン大学、クイーンズランド工科
大学 タスマニア大学 リエージュ大学大学、タスマニア大学、リエージュ大学、
ハーバード大学などが自大学リポジトリへ
の登録を義務化
– cf. ROARMAP

• パッチワーク・マンデイト
タスマニア大学のA th S l が提唱– タスマニア大学のArthur Saleが提唱

– 大学全体でOAを義務付けるのは困難なので、
できる学部、学科からOA義務化

– cf. D-Lib Magazine January/February 2007. 13(1/2) 
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出版者側の反応

• 義務化には反対の立場を鮮明にしている

• STM出版社によるブリュッセル宣言(2007.2)
– OAは購読収入を不安定化、査読制度を損なう

• 一方で、OAオプションを用意（ハイブリッド・モデル）
– Springer Open Choice
– Blackwell Online Open
– 米生理学会ではこの収入により講読料値上げ抑える

– cf. http://www.the-aps.org/press/journal/08/22.htm

• 発展途上国への電子ジャーナル無料化，割引
– HINARI, AGORA

出版社による

セルフ･アーカイビング請負サービス（？）

• ハワード･ヒューズ医学研究所Howard Hughes 
Medical Institute (HHMI)とエルゼビア社が協定

• エルゼビア社は著者の原稿を雑誌発行後６ヶ月

後にPMCに登録・公開
– 雑誌掲載版ではない（きちんとフォーマットされていない）

• HHMIは料金を支払う（著者は払わない）
– 一論文あたり$1,000～$1,500（ワシントン･ポストの報道）

http://www.hhmi.org/news/hhmielsevier20070308.html

－９８－



Journal of Experimental Botanyの実験

• 著者の所属大学が同誌を予約購読をしていれば、著者の所属大学が同誌を予約購読をしていれば、

自動的にその論文は無料で公開

– 講読料(オンライン, 2007): £816/$1469/€1224

• 購読していない場合、オープン･アクセスにするた

めの料金は£1500/$2800/€2250
• 7割がオ プン・アクセスになるのではないか（編集• 7割がオープン・アクセスになるのではないか（編集

委員会の見通し）
cf. http://www.openaccessjapan.com/archives/2007/06/journal_of_expe.html

OA義務付けをめぐる議論

• Harnadの主張 cf. Open Access Archivangelism

– 大学は自機関のリポジトリへのセルフアーカイ
ビング(ID/OA)を義務付けるべき

– 機関リポジトリである理由：研究分野別アーカ
イブではすべての分野を網羅できないから

– 義務付けの理由：義務化すれば大多数の研究
者は登録するから者は登録するから

– セルフアーカイビングである理由：費用がかか
らないから

• 出版者がセルフアーカイビングに代価を求めるのは
雑誌講読料との二重取り

－９９－



即時登録・選択的アクセス
Immediate-Deposit/Optional-Access (ID/OA)

• 出版社がOA禁止期間(embargo)を設定している出版社がOA禁止期間(embargo)を設定している
ことへの対抗手段としてHarnadが提唱

• 査読終了後、リポジトリにはただちに登録するが、
本文にはアクセスできないよう設定（書誌事項は
検索可能）

• 書誌事項の検索結果にe-プリント請求ボタンを用書誌事項の検索結果にe プリント請求ボタンを用
意→著者が請求者に電子メールで本文送付（出
版契約に抵触しない）

• DSpaceやEprintsにはこの機能がある

Harnadの描く学術雑誌の将来

• OAの進展で有料版の利用者減少？OAの進展で有料版の利用者減少？

– 利用者がいればそのまま存続

• 出版社の利益減少、図書館の予約キャンセル増

大？

• 出版社のダウンサイジング？

最低限必要な機能はピア レビ のみ– 最低限必要な機能はピア･レビューのみ

• 出版社の撤退、大学によるピア･レビュー？

– 費用は浮いた学術雑誌購入費をあてる
cf. http://www.publications.parliament.uk/pa/cm200304/cmselect/cmsctech/399/399we152.htm

－１００－



まとめ

• オープンアクセス(OA)とは

• 機関リポジトリ(IR)とは

• OAの利害関係者

• OAが研究者になかなか浸透しない現状

• 研究助成団体によるOA義務付けの流れ

OA義務付けに対する出版者側の抵抗と• OA義務付けに対する出版者側の抵抗と
新しい試み

• OA義務付けをめぐる議論

－１０１－
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図書館と著作権

筑波大学大学院 図書館情報メディア研究科 准教授 新保 史生

情報技術の利用に伴い、大学図書館における図書館サービスも多様化しているが、情報

技術を利用した効率的な図書館サービスの提供にあたっては、法令に基づく提供が当然の

ことながら義務づけられる。しかしながら、図書館サービスや業務の効率化を目的とした

各種技術開発が行われる一方で、実際の運用にあたっては必ずしも法令に基づく手続が遵

守されていなかったり、取扱の手続や運用について法的な解釈が曖昧なままになっている

ことも多い。とりわけ、大学図書館における著作権問題については、複製及び公衆送信に

係る新たな情報技術の利用に伴い、様々な問題が生じ検討が行われてきている。

1. 著作権制度

・知的財産・知的財産権とは

・著作権及び著作隣接権の保護

・著作物等の公正な利用

2. 遵守法令・ガイドライン

2.1. 法令

○ 著作権法

○ 著作権法施行令

○ 著作権法施行規則

2.2. ガイドライン

○ 国公私立大学図書館協力委員会「大学図書館における文献複写に関する実務要項」

（平成 15年 1 月 30 日）（以下「実務要項」という。）

○ 国公私立大学図書館協力委員会「大学図書館間協力における資料複製に関するガ

イドライン」(平成 17 年 7 月 15 日)

○ 社団法人日本図書館協会・国公私立大学図書館協力委員会・全国公共図書館協議

会「図書館間協力における現物貸借で借り受けた図書の複製に関するガイドライ

ン」（平成 18 年 1 月 1 日）

○ 社団法人日本図書館協会・国公私立大学図書館協力委員会・全国公共図書館協議

会「複製物の写り込みに関するガイドライン」（平成 18年 1月 1 日）

○ 社団法人日本図書館協会・国公私立大学図書館協力委員会・全国公共図書館協議

会「『図書館間協力における現物貸借で借り受けた図書の複製に関するガイドラ

イン』に関するＱ＆Ａ」、「『複製物の写り込みに関するガイドライン』に関する

II-(13)  図書館と著作権 

筑波大学大学院図書館情報メディア研究科准教授
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新保　史生
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